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首都圏における国民保護の推進等について 

 

我が国の政治・経済の中心である首都圏において武力攻撃事態や大規模テロ等が発生し

た場合、首都機能や経済機能に重大な影響が出ることが予想され、また、事態の対処は、

自治体の枠組みを超えるものと危惧される。２０２０年東京オリンピック・パラリンピッ

クの開催も控え、大規模テロ等の国民保護事案に対する対策の推進は、首都圏にとって喫

緊の課題と言える。 

 九都県市の各自治体では、国民保護計画の策定をはじめとした体制を整備し、対策を進

めているところである。しかしながら、本来国が示すべき、広域避難や物資の備蓄などの

具体的内容について、未だ明らかにされていない。また、国民保護措置は法定受託事務で

あり、対策の推進にあたっては、まず国と自治体との役割を整理したうえで、費用につい

ては国が負担する必要がある。 

 このため、国民保護の推進に向け、国が強いリーダーシップを持ってさらなる具体的な

対応を図るよう、下記の事項について提案する。 

 

記 

 

１ 武力攻撃事態や大規模テロ等に備えるため、物資及び資材等の備蓄に当たっては、以

下のとおり整備すること。 

 

（１） ＮＢＣ攻撃等により発生する武力攻撃災害等に対処するための物資及び資材等は、

国の責任において確保すること。また、物資及び資材等の備蓄施設、有事の搬送方

法について、指針を示すこと。 

（２） 国は、自治体と意見交換を行い、国と自治体との役割を明示し、自治体が備蓄す

る場合においては、物資及び資材等の種類や数量をガイドラインで示すとともに、

その財源を措置すること。 

 

２ 迅速かつ円滑な住民の広域避難を実施するために、国においては、広域避難・救援に

関して具体的検討を進め、国が都道府県に行う指示事項と国・都道府県・市区町村が行

う業務内容を明確にした対処マニュアル等を策定すること。 



  住民避難の実施について、国は首都圏の公共交通機関をはじめとする関係機関の総合

調整を行うとともに、住民の避難方法などの基本的な考え方を対処マニュアル等に盛り

込むこと。 

  大規模集客施設や旅客輸送関連施設の施設管理者との連携のあり方について、国の基

本指針に新たに加えた点を踏まえ、具体的な考え方を盛り込んだモデルケースを示すこ

と。 

 

３ 国は、国民保護に係る事業を円滑に推進するため、住民・事業者等の理解を深める啓

発・研修に主導的に取り組むこと。 

 

４ 国は、自治体が生物剤などを使用したテロを想定した訓練を実施するにあたり、各自

治体の実情に合わせて、自治体職員に対する専門的な助言等の支援を行うこと。また、

専門的な知識を有する職員を養成するための実践的な研修の場を設けること。 

 

５  （１）緊急事態における国民及び自治体への情報伝達について、伝達手段や情報発信

基準等を明確にし、迅速かつ適切な情報伝達を行うこと。  

（２）全国瞬時警報システム（Ｊアラート）全国一斉情報伝達訓練の実施にあたって

は、住民への周知期間を十分に確保した年間スケジュールを予め提示するととも

に、実施方法の見直しやシステム改善など適切な改善を図ること。 

 


